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21世紀の学術とその動向調査
昭和62年2月 日本学術会議広報委員会

　日本学術会議は，昨年9月27日（土），初めて日本学術会議主催公開講演会を開催しました。

　今回のr日本学術会議だよr）」では，公開講演会r21世紀の学術」の講演内容と日本学術会議の国

際交流事業の一つである二国間学術交流及び来年度に開催される共同主催国際会議についてお知らせ

します。

　また，昨年10月，第101回総会で設置された「地域の研究推進特別委員会」等について内容を紹介

します。

D

　　　　　公開講演会「21世紀の学術」

　本会議は，学術の成果を国民に還元するという日本学術

会議法の趣旨に沿うための活動の一環として，9月27日，

本会議講堂において，公開講演会「21世紀の学術」を開催
した。

　これは，第13期日本学術会議主催の初めての公開講演会

であったが，各界各層及び一般市民から350人以上が聴講

し，成功裡のうちに終了した。

　講演は，3人の演者の講演とそれに関連する質疑応答が

行われた。

　まず最初に，近藤次郎日本学術会議会長が「これからの

科学の望ましいあり方」について，1855年王立研究所のフ
ァラデーの講演を示しながら，学術会議の講演会の意義を

述べるとともに，21世紀の中期に焦点をあてて明日音の予測

として，人口増加，CO2の増加，森林喪失，砂漠化，核戦

・争の影響，核の冬の問題等について，スライドを交えなが

ら意見を述べられた。そして，最後に科学技術の進歩が新

たな職業を労働者に提供するとともに，多くの失敗も相次

いで起こっており，そこで科学を望ましい方向に向けるこ

との重要性を力説した。

　次に，本明寛日本学術会議第1部長（早稲田大学教授〉

が「創造性豊かな人材の育成」について，若者の創璋性を

いかにして養成するかは，指導する側の態度・助言及ぴ自

己主張を表現できるムード・環境作レ）が重要であるととも

に，若者の個性を伸ばすためには「見る・聴く」の教育か

ら「聴く・話させる」の教育へ移行させる必要性が述べら

れ，21世紀に向けて，今，若者をいかにして「教える」か

ではなく，「育てる」かが重大であると力説した。

　最後に，西川哲治日本学術会議第4部会員（高エネルギ
ー物理学研究所長）が「学術研究における国際性」につい

て，演者の専門分野である物理学特に原子核物理学の分野

を中心に演者の体験を踏まえて，高エネルギー物理学のみ
ならず基礎科学の研究には国際協力が不可欠であり，国と

国とが独自の個体となって対等にぶつかり合うことが重要

であると述べられた。そして，現在，日本では言葉のカベ
が問題であるが，来訪者に対して特別扱いせず，発展途上
国からの研究者に対しても温かく見守るだけでなく，自分

でやれるように仕向けることが必要であると力説した。一
　（なお，この講演会の講演内容は，日学双書第2刊として，

㈲日本学術協力財団から出版されます。1月末日発行予定）

　　こあような日本学術会議主催の公開講演会は，今後各年

度2～3回を目標に開催していくこととしております。

　　　　　　　　二国間学術交流』

　本会議は，我が国が科学や技術面において諸外国，と交流

を深め，それによ膨）我が国の科学技術り整合的な罪展に寄

与することを目的として，昭和58年度力疹毎年2か国を選
んで代表団を派遣している。58年度にはアメ，，リカ合衆国・

マレーシア，59年度にはドイツ連邦共和国，インドネシア

共和国，60年度にはスウェーデン王国，タイ王国，そして

今年度は11月15日から24日までフランス共和国へ，また，

12月8日から14日まで大韓民国へ会長，副会長以下7名ず
つの会員を派遣した。
　日本学術会議の第13期は，その活動計画にあるとおひ），

「学術研究の国際性重視と国際的視野の確立」をその活動

の重要な柱の一つとしている。今回もその観点に立って訪

問国諸機関との間で熱心な協議が行われた。
　今回の代表団は，派遣国において科学技術政策や教育を

担当する行政機関，研究所，大学等を訪問し，情報交換を

行い，さらに訪問先の関係者と両国の学術研究とその問題1

点について討論を行った。

　フランスでは，特に教育の問題について関心が高く，こ
の問題にういて各地で関係者から種々の意見を聞くととも

に情報あ交換を行った。さらに近藤会長がコレージュ・ド・

フランス及び国立科学研究センターで「日本の最近の科
学・技術政策について」講演を行ったが，これに対し，最

近のフランスの我が国科学技術政策への関心の高まりを反

．映し，熱心な意見交換が行われた。

　．韓国では，最近の産業の発展と科学技術の役割の観点か

ら日本学術会議の役割と活動を含め，我が国の学術体制へ

の質問が多く出されるとともに学術研究の面における協力

要請が各訪問先で出され，我が国に対する期待が高いこと

を深く痛感した。

　今回の成果は，代表団の訪問時だけのものでなく，今後
の相手国との継続的な科学者の交流，情報，資料の緊密な

交換，日本学術会議と相手国機関と相互理解の促進，関係

緊密化等の形で永続的に表れるものであり，加えて，これ
らの成果はら我が国の学術研究の国際交流・協力の基本姿

勢及びその抜本的充実方策を検討する場合の大きな資料と

して役立つものと期待される。
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　　　　　昭和62年度共同主催国際会議

　我が国の多数の科学者が世界各国を代表する関係科学者
と接し，最近の研究情報を交換し，我が国の科学の向上発

達を図り，行政，産業及ぴ国民生活に科学を反映浸透させ

ることを目的どして，昭和28年以降毎年おおむね4件の学
術関係国際会議を学・協会と共同主催している。近年，国

内外において日本開催の要請が強く，また，日本開催国際

会議は高い評価を得ている。昭和62年度は次の4国際会議
を開催する。

　第6回ケムローン世界会礒
　　開催期日　昭和62年5月17日～22日
　　開催場所　東京都（都市センターホール）

　　参加者数　国外　300人，国内　600人，計　900人
　　　　　　　　［36か国］

　　共催団体　㈹日本化学会
　※　この会議は，産業，経済の発展と密接な関係を持つ
　　材料問題と材料，宇宙開発の将来計画と材料，未来の

　　コンピュータと材料等について研究発表と討論を行い，
　　材料工学の発展を図ることを目的としている。

　第18回低温物理学国際会礒
　　開催期日　昭和62年8月19日～26日・

　　開催場所京都市（国立京都国際会館）
　　参加者数　国外　600人，国内　750人，計　1350人
　　　　　　　　［38か国］

　　共催団体　㈹日本物理学会，㈹応用物理学会

　※　この会議は，量子液体，量子固体，超伝導，固体の
　　低温物性，低温技術及ぴ応用等を主要題目とし，・研究

　　発表と討論を行い，低温物理学の発展を図ることを目
　　的としている。

　法哲学・社会哲学国際学会連合第13回世界会議

　　開催期日　昭和62年8月20日～26日

　　開催場所　神戸市（神戸国際会議場）

　　参加者数　国外　150人，国内　300人，計　450人
　　　　　　　　［22か国］

　　共催団体　日本法哲学会
　※　この会議は，法，文化，科学技術一異文化間の相互

　　理解を主要題目とし，科学技術の時代における法と倫

　　理，現代法哲学・現代法社会哲学の基本問題，東西法
　　文化の比較について研究発表と討論を行い，法哲学・
　　社会哲学の発展を図ることを目的としている。

　第6回国際会計教青会議

　　開催期日　昭和62年10月7日～10日

　　開催場所　京都市（国立京都国際会館）

　　参加者数　国外250人，国内　400〈，計　650人
　　　　　　　［56か国］

　　共催団体　日本会計研究学会，日本経済学会連合

　※　この会議は，国際理解のための会計教育，会計研究
　　を主要題目とし，研究発表と討論を行い，会計研究の
　　発展を図るこ．とを目的としている。

　　　　　地域の研究推進特別委員会

　日本学術会議は，昨年10月の第101回総会において，「臨
時（特別）委貝会の設置について（申し合せ）」の一部を改

正し，新たに「地域の研究推進特別委員会」を設置するこ
ととした。

［目的］

　基礎的研究を十分に発展させるためには，研究基盤が広
く整備され，各地で特色をもった研究が行われて，研究者

の交流，人事の流動なども活発に行われることが必要であ
　る。

　地域における学術の振興のための学術体制については，
その必要性に応じていろいろな方策が考えられているが，

当面，地域に個々の大学，研究機関及ぴ産業界の研究者等

に広く開かれた共同利用の総合的，学際的研究機関を設置

するのが最も実際的で，かつ有効な方策であろうと思われ

る。このような研究機関は，地域の研究に関する中枢的機
能も果たすべきである。

　　　学術研究動向に関するアンケート調査

　　　についてのお願い

　　日本学術会議第3常置委員会では，第13期における活動
の一環として学術研究動向の現状分析とその展望を行い，

今後の学術研究の発展に寄与するために「学術研究動向に
関する白書（仮称）」の作成を主要目標としています。

　この白書作成については，第99回総会（昭和60年10月）

で決定した第13期活動計画において「学術研究の動向につ

いて総合的分析を加え，その長期的な研究計画を総合的レ

ビューのためのいわゆる『学術白書』の作成の可能性を検

討する」と述べられており，次の第100回総会（昭和61年4
月）において，この白書を作成することが了解されました。

これらの総会の決定に基づき，白書の具体的内容，作成手

続等について検討を重ねてきた第3常置委員会では，白書

作成のための資料を得る目的で，本会議の全会員・研究連

絡委員会委貝およぴ学術研究団体等に対する学術研究動向

に関するアンケート調査を実施することにしました。

　今回作成予定の白書は，人文・社会及び自然科学の全学
問分野の現状分析と動向の的確な把握，問題点の解明等を

行うことを目指していますが，これらのことを適切に行う

ためには，全会貝の英知の結集等が不可欠なことは言うま

でもありませんが，更にそれに加えて，現に日本学術会議

の存在の基盤を成している全学問領域にわたる約830の学

術研究団体及び各専門の学問領域や研究課題ごとに設置さ

れた180の研究連絡委貝会（委員数2370人）の御協力，御支
援が是非とも必要であると考えております。

　以上のことを踏まえて，アンケート調査の具体的な手順

としては，現在，全会貝・研究連絡委貝会委員にアンケー

ト調査票を発送済みであり，昭和62年2月28日を締切期日

として回答願うこととしております。

　また，学術研究団体等に対するアンケート調査は，3月
’上旬に依頼することにし，回答締切は4月末を予定してお
ります。

　白書の内容は，各団体等の研究計画等を考える上で種々

活用していただけることと思いますので，アンケート調査

票がお手許に届きました学術研究団体等におかれましては，

年度末の御多用の折，御面倒をおかけしますが，御協力の
ほどよろしくお願いいたします。

　多数の学・協会の御協力により，「日本学術会議だよ

り」を掲載していただくことができ，ありがとうござ
います。

　なお，御意見・お問い合わせ等がありましたら下記
までお寄せください。

　　　　　〒106港区六本木7－22－34
　　　　　　　　日本学術会議広報委員会
　　　　　　　　　（日本学術会議事務局庶務課）

　　　　　　　　　　　電話　03（403）6291
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